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　現代資本主義を特徴づける経済過程への国家の介入
の増大一国家独占資本主義の本格的展開は．いうま
でもなく国家財政ないし公共部門（public　sector）の
比重の国民経済における増大を伴なうものであった。
そこで，課題として掲げた現代イギリス資本主義研究
の第一次的作業として，戦後イギリスにおける公共支
出の動向の跡づけを行なった。
　ここからつぎのような諸点を確認しえた。
　（1）国家財政支出ないしより広く地方公共団体や国
有産業を含めた公共支出の規模は，国民経済規模一
国民総生産との対比でみて，第2次大戦を媒介にして
拡大した。大ざっぱにいえば，戦前の1／4ていどから
半ばに達した。こうした大戦を媒介とした公共支出の
比重の増大は，第1次大戦後にも顕著にみられた現象
であり，一般的には大戦が国家の経済過程への介入を
強め，さらに産業や国民生活など国民経済における問
題点を浮彫りにし，戦後もこれに対処すべく国家活動
の規模を相対的に大きく高めていくといったように説
明されるが，より具体的には，大戦によって戦略的産
業の保護・育成の重要性があらためて認識されるとい
う事情や労働運動の急進化，労働勢力の政治的発言力
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の増大に対応して住宅・社会保障などの社会・民生政
策の強化が要求されるという事情があった。とりわけ
後者は単に一国的な問題ではなく大戦を媒介とする世
界経済の構造変化に規定されていた。とくに第2次大
戦後は，イギリス資本主義の体制としての存続には，
社会保障の充実，完全雇用の実現を．国家的な計画化
（planning）のもとで産業の資本蓄積を推進し近代化
を図ることによって達成することが要請された。
　（2）戦後の公共支出の規模は，大戦直後の戦時経済
から平時経済への転換に伴なう縮少，朝鮮戦争に対応
した軍拡による増大，その後の1950年代半ばへの相対
的縮少，という変動をみた後，さらに再び対GNP比
を拡大する傾向が現われ，1967年のポンド切下げを契
機としてその横這いへの転換をみるという動きを示し
た。対GNP比がもっとも縮少した1955年頃でも，実
質支出規模は戦間期の2倍を超えていた。
　㈲　戦後のそうした動向のなかで顕著に現われたの
は，支出構成においていわゆる社会的支出の比重の著
実な増大と対応した国防費の比重の漸減であった。前
者には各種の社会保障的支出，住宅，教育，環境サー
ビスなどが含まれている。国防費は朝鮮戦争期に一時
拡大し，この時期の公共支出拡大の主因をなしたが，
その後は一貫して比重を低下させてきた。社会的支出
の拡大が国防費を圧迫したとみてよいが，それがイギ
リスの海外防衛線の後退に見合うものであり，これは
またイギリスのポンドの国際的地位の低下に照応して
いること，注目しておいてよいであろう。
　（4）1950年代以降の公共支出の動向をみるとき，
1950年代一とくに1957～58年景気後退時まで一は
公共支出は，民間経済の動向に対してどちらかといえ
ば消極的にこれを補完する地位にあり，その後一と
くに1960年代に入って一経済成長の達成により積極
的な役割を果たす傾向が強まったことが注目される。
1950年代が民間投資主導型の1954～56年の経済拡大を
みたとはいえ，国際的にみて成長率は低く，持続的な
イソフレーショソの傾向が認められつつあり，60年代
に入ればポンド不安が顕在化し，所得政策の必要性が
認識されるにいたっていた。ここにいたって公共部門
が経済成長を促進し，これによってイギリス産業の蓄
積一体質の強化一を達成しイギリス資本主義の国
際的地位を保持する政策が積極化したのである。この
政策は，保守党政権下に始まり，打続くポンド不安の
うちに1964年労働政権により引継がれたが，未曽有の
国際収支危機下に1967年秋にポンド切下げを余儀なく
され，結局この成長推進政策は頓座することとなっ
た。
　〔5）こうして公共支出の対GNP比は1968年以降横
這い傾向に転じるが，ポンド切下げ後一時好転したイ
ギリス国際収支は1972年ごろから再び悪化し始め，公
共支出の拡大をバネとする成長政策を再びとることは
困難となっている。しかしまた，国際収支の抜本的な
改善を図るべく公共支出を大幅に削減することも，そ
の中心的内容が社会的支出であるだけに困難であり，
それがもたらすであろう景気の後退　　失業の増大も
体制的困難を増すといわなければならない。公共支出
がかかるディレムマにおかれているとすれば，イギリ
ス資本主義の当面の対応率は所得政策の強化以外には
ないともいえよう。
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